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西 ドイツにおけ る商法改正 とその特徴点
鈴 木 義 夫
1.は じ め に
1985年12月19日付のいわゆ る 「貸借対照表指令法 」(Bilanzrichtlinien-Gesetzv・m19.12.1985)に
よって,ヨ 一ーロッパ共 同体加盟各 国の会社法 の調整に関ナる,ヨ ー ロッパ共 同体協議会の第4次
(これは主として年次決算書の作成と内容にかかわるものである),第7次(これはコンツェルン会計に関す
る規定を含む)お よび第8次(こ れは監査人の資格条件に関する規定を含む)の 各指令は,ド イツ連邦
共和国においては,あ らたに創設され た 商法典 の 第3編 「商法帳簿」(itandelsbttcher)において
まとめ られ るところとな った。
このあらたに設けられた商法典第3編 の内容は次の三つの章か ら構成 されてい る。すなわち,
第1章 すべ ての商人に関す る規定(第238条から第263条まで)
第2章 資本会社に関す る補完規定(第264条から第335条まで),そして
第3章 協 同組合に関す る補完規定(第336条から第339条まで)で ある。
この新 しい法律は1986年1月1日付で施行 され,年 次決算書 の作成 と内容に関す る規定は1986
年12月31日以降に始まる事業年度に対 して適用 され,さ らにまた,コ ソツェルン会計に関す る規
定は1989年12月31日以降に始 まる事業年度に対 して適用 されなければならない ことになったので
あ る。 したがって,ド イツ連邦共和国(以下,西 ドイツと呼ぶことにする)に おけ る今 回の商法改
正の内容の吟味は成文法主義を とる西 ドイツにおけ る今 日の企業会計制度 を研究す る際の基礎に
な るといえ るのである。 と同時にまた,そ のことは現代 の会計制度に内在す る特徴点 と問題点 と
を明らかにす る うえで も適切 な手がか りをあたえて くれ るようにおもわれ るのであ る。
本稿は,と くに,個 別決算書にかかわ る領域(コ ンツェルン決算書については別稿を予定している)
を中心にして,今 回の西 ドイツにおけ る商法改正の特徴点 と問題点を明らかにす ることに よって,
現代 の西 ドイツ企業会計制度の研究の基礎 としようとす るものである。
2.す べ て の 商 人 に 関 す る規 定
(1)記帳および財産 目録
すべての商人に適用 され る第1章 には,ま ず,r正規の簿記の諸原則」(Grunds5tze・rdnungsma・ノ
BigerBuchfilhrung)にしたがった記帳義務(商 法典第238条),商業帳簿の記録(商 法典第239条),そ
して,「財産対象物」(Verm6gensgegenstande)と「負債」(Schulden)を記録 しかつその価額を記載
す る財産 目録の作成に関す る規定(商 法典第240条)が含まれてい る。
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ここでは,改 正前 の旧商法の第38条の規定が引き継 がれ,「 正規の簿記の諸原則」 に もとづ く
記帳義務が規定 され てお り,ま た,今 回の商法改正をすすめる過程 で法律的に もまた経営経済学
的にも大き端 議を引き起 こし,さ らに 「政府草剥 醐 階 で醐 示されていた'「経済財」
(WirtschaftsgUt)とい う概念 の導入 は見送 られ,旧 商法(第39条第1項および第2項,第40条第2項)
を引き継いだ形で,「財産対象物」 とい う概念が保持 されたのであ る。 ここに,ま ず,第1の 特
徴点をみ ることができるのである。
ついで,商 法典第242条から第245条までには,年 次決算書の作成に関す る諸規定が設け られて
い る。 ここに おいて,商 人にその作成が義 務づけ られている年次決算書が貸借対照表 と損益計算
書か ら構成されていることが明文化されているのであ る(商法典第242条第1項および第2項)。また
それ らの年次決算書の作成に際 しては,「正規の簿記 の諸原則」が遵守 され,一 定 の期限(通 常1
年)内 に,そ れが 「明瞭かつ概観し うるように」(klarundtibersichtlich)に作成 されなけ れ ぽ な
らない ことが規定 されてい るのである(商法典第243条)。
この ように商人の年次決算書 の作成に際 して 「正規 の簿記の諸原則」 の遵 守 と 「明瞭性お よび
概観性」が強調 されてい ることを第2の 特徴点 とみることがで きるのである。
、(2)計 上規定
商法典第246条か ら第251条までには 「計上規定」(Ansatzvorschriften)が設けられている。 これ
らの規定は,す ぺての商人 の貸借対照表 および損益計算書の各項 目に適用 され,か つ また 「基準
性 の原則」(GrUndsatzderMaBgeblichkeit)によって,税 務上の利益計算に際 して も考慮 されなけ
れ ばな らない もの となってい るのであ る。 ここでは,ま ず,年 次決算書がすべての財産対象物,
負債,計 算区分項 目,費 用 および収益を収容 しなければならない とい うこ と(「完全性原則」(Voll-
st5ndigkeitsgrundsatz)),ならびにそれ らの項 目が相殺 されてはな らない とい うこ と(「総額主義」
(Bruttopr三nzip))が規定 され てい るのであ る(商法典第246条)。しか も,そ の際,そ れ ら項 目の う
ち,と くに税務上の 諸 規 定(例 えぽ所得税法第6b条,所得税規則第35条および所得税実施規則第74条)
に したが った各種積立金 の設定 が認め られている点には注意してお く必要があ る。 とい うの も,
これによって 　基 準性原則の逆転」(UmkehrdesMaBgeblichkeitsprinziPS)が完全1こ可能 とな り,
しかもそれ が所得税法にあらたに設け られた第6条 第3項 に よって法的に も保証され,税 務貸借
(2)対照表
の商事貸借対照表 化に よる貸借対照表の一体化がはかられたか らである。 ここに,今 回の
商法改正の第3の 特徴点をみ ることがで きるのである。
さらに商法典第248条では,創 立費,資 本調達 費および有償で取得 された ものではない 無 形 の
財産対象物(自 己創設暖簾)の 貸借対照表の積極側への計上が禁止 されてい るので あ る。 そ し て
今回の改正にあた って実質的に最大の変更が加 えられた とされている,商 法典第249条で は,こ
れ まで経営経済学 の側から多 くの批判が加 えられ ていた,年 金引当金の設定に関 す る選 択 権 が
否定 され,個 人企業に対 してまで も,「年金引当金 の 消 極 側 計 上 義 務」(Passivierungspfiichtfttr
③
Perisi・nsriickstellungen)が規 定 され た の であ る。 これ に よっ て,今 後 は,年 金 引当 金 の設 定 に関
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しては,も はや 「選択権」(Wahlrecht)は存在しない ことになったのであ る。 ここでもまた,所得
税法第6a条 の規定に したが って,商 事貸借対照表への計上額は税務上の枠組のなかで 決定され
る(注:現 行利率6パーセソト)とい う,いわゆ る 「逆基準性原則」(dass。9.umgekehrteMaBgeblich-
keitsprinzip)の「基 準化」現象がみ られ るのであ る。 これを第4の 特徴点 とみ ることが で きるの
で ある。
さらに,商 法典第250条では、計算区分項 目の計上について,ま た商法典第251条では債務保証関
係 の表示一 貸借対照表 の下の ところでの注記一 についての規定が設けられてい る。 しか し,
これ らの規定は これ までの株式法お よび 「正規の簿記の諸原則」に一致した もの とな ってい るの
である。
(3)評価規定
さて,今 回の商法改正の第5の 重要な特徴点 として,こ れ まで経営経済学 において主張 されて
きた 「正規の簿記の諸原則」が法典化 された ことをあげ ることがで きる。 いいかえれば,こ れ ま
で教科書の構成要素にす ぎなか った ものが法の構成要素 となった とい うところ(Ge・etzes・stattwie
(4)
bishernurLehrbuchbestandteil)に,今回 の商法 改 正 の特徴 点 をみ る こと が で き るの で あ る。 と同
時 に,ま た,そ こに,今 日の西 ドイツに おけ る会 計制 度 の在 り方 を解 明す る うえ で重 要 な鍵 と も
な る,経 営 経 済学 と法 との不可 分 の 関係 を みて と る ことが で き るの であ る。 この意 味 で 重要 な 条
文 が 商法 典 第252条な の であ る。
「評 価 の一般 原 則」(AllgemeineBewertungsgrundsatze)とい う表題 の も とに,そ こには,「 貸借対
照 表 同一 性 の原 則」(GrundsatzderBilanzidentitat),「継 続 企業 の 原則 」(GrundsatzderUnterstellung
derUnternehmensfortffihrung),「決 算 日原 則」(Stichtagsprinzip),「実 現原 則」(Realisationsp}in2ip)
と 「不均 等 原 則」(lmparitatspr三nzip)を包摂 し た 「慎重 原 則」(GrundsatzderVors三cht),「期 間 区
分 の 原則 」(GrundsatzderzeitlichenAbgrenzung),そし て 「継 続 性 原則」(Stetigkeitsgrundsatz)と
い う,こ れ まで 一般 に 「正規 の 簿記 の諸 原則 」 を構成 す る原 則 と認 め られ てい た 諸 原則 が 法律 の
{5)
条文 のなかに収容されたのである。
商法典第243条お よび第246条の規定を合わせて考えた とき,わ れわれは,今 回の商法改正に よ
って,経 営経済学 によって開発された 「正規の簿記の諸原則」 が 「法律上の会計規範」(gesetzli-
(6)
cheBilaiizierungsnormen)として 引 き継 がれ た こ とを確 認 す るこ とが で き るので あ る。
「正規 の 簿 記の 諸原 則 」 に関 す る代 表 的論 者 で あ る レフ ソン(Leffs・n,Ulrich)によ れ ば,「 正 規
{?)
の簿記の諸原則」 はつ ぎの表にみ られ るような形 で体系化 されているのである。
この図表は,情 報 の受手に とって有用な情報の伝達 とい う目的のために,し たが って,年 次決
算書をつ うじての 「会計報告」(RechnungSlegung)のために,「会計報告責荏の原則」(Rechenschaf一
⑧
tsgrundsatze)がどの ように導 き出 され るぺ きかを示 してい る。
この図表から明らか となる,レ フソンの主張 し て い る上 位 の 「正規の簿記の諸原則」(obere
GoB)の構成要素のほとん どすべてが,今 回の商法改正に よって,法 律上の規定のなかに取 り入
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れ られ るところ となったのである。





転化の過程をみるこ とが で き る の
であ る。 しかし同時に また,今 回の
商法改正に よって,あ らたに多 くの
「不確定の法概念」 が 導入 された こ
とに も注意 しておかなければならな
⑲)
い。それ らの諸概念の内容は これ ま
で通 り学説一 と りわけ経営経済学




対 象物 および負債に関す る評価 が規
定 されてい る。 ここでは,貸 借対照
表を作成す るすべての商人に対して,
第1表 財 産対象物につ い て は 「取 得 原 価
もし くは製造原価」(Anscha日ungsoderHerstellungskosten)(償却性資産については減価償却分を控除し
た額)で 評価 されなければならない こと,流 動資産 につ いて は 「厳格な最低価 値原則」(Strengesa




ところで,こ うした評価規定 につづ く商法典第254条においては,税 務上許容 され てい る減 価
償却に もとつ くよ り低い評価が認 められている点に注 意され るべ きである。 しか もその際,所 得
税法第6条 第3号 の変更 によって,税 務上 の減価償却,と りわけ特別償却 を控除 した よ り低い評
価額が商法上の年次貸借対照表において も表示 され ることを前提 として,そ のよ り低い評価が認
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商法典第255条第1項 において,初 めてt'「取得原価」(AnschaffungSkosten)に対 して,商 法 上
の定義があたえられたのである。す なわち,こ こでは,取 得原価 とは財産対象物 を取 得 しか つ
それを利用 し うる状態(einenbetriebsbereitenZustand)にす るために.おこなわ れ る 出費(Aufwen・
dungen)であ る,と 定義 されているのであ る。 この定義に よって,取 得 とは 経済財 の取得をもっ
て終了す るのではな くて,そ の経済財がいつで も利用 で きる状態(betriebsbereit)にな った 場合
には じめて終了す るとい うことが明 らかに されたのである。つ まり,取 得原{面には,取 得価格の
ほかに経済財を利用 できる状態 にす るまでに発生す るいわゆ る附帯費用 も含 まれ るとい うことが
⑫
明文化されたのであ る。
さらに,商 法典第255条第2項 において,初 めて,「製造原価」(Herstellungskosten)についての
包括的な定義があたえられたのであ る。それに よれば,製 造原価 とは,あ る財産対象物 の製造 の
ため,そ の拡張のため,あ るいは原初の状態を上回る重大な改良をおこな うための物財 および用
役の費消に よって生 じる出費である,と 定義 されたのである。 このほかに,商 法典第255条では,
他人資本に対す る利子の製造原価への算入(第3項)お よび営業権 も し くは暖 簾の取得 と償却 に
ついての取扱い(第4項)が 規定されているのであ る。
この ように,商 法典第255条に よって,こ れまで法律上その内容が不確定であ った 概 念,し た
が ってその内容は 「正規 の簿記の諸原則」 さらには学説に よって充墳 されていた,「取得原価」お
よび 「製造原価」 とい う会計上 きわめて重要な概念の内容が初めて法律上確定 され ることとなっ
たのである。 ここにわれわれは第7番 目の特徴点をみることがで きるのであ る。
このあ とに,評 価の簡便化(商法典第256条),年次決算書,状 況報告書お よ び そ の 他の証愚書
類の保管 と訴訟に際してのそれら書類 の提出に?い て の規定(商 法典第257条から第261条まで)が
っづき,さ らに登記に関す る規定(商 法典第262条および第263条)がっついてい る。 これ ら の 諸 規









等の価値を もった年次決算書の構成要素 とな ってい る点である。付属明細書を貸借対照表お よび
損益計算書 と等置す ることによって,貸 借対照表においてかあるいは損益計算書 に おい て お こ
なわれなければならな くなるような報告事項 を,情 報損失を ともなわずに(・hneInf・rmati・nsver-




さらに,商 法典第264条第2項 においては,資 本会社 の年次決算書が,「正規 の簿記の諸原則」
を遵守 した うえで,「資本会社 の財産状態,財 務状態お よび収益状態についての実質的諸関係に
適合した写豫」(eindentats5chlichenVerhaltnissenentsprechendesBildderVerm6gens.,Finanzund
ErtragslagederKapitalgesellschaft)を伝達 しなければならない,と 規定されてい るのであ る。 この
規定 内容は,株 式法第149条第1項 第2号 の規定を越え るもの となってい るのであ る。すなわち,





この ように,商 法典第264条第2項 では,拡 大 された 「一般的な観点」の もとで,年 次 決 算 書
は 「財産状態,財 務状態 および収益状態についての実質的諸関係に適合 した写像」を伝達しなけ
ればなちないとされているのであ る。しかも,そ の際,こ うしたいわば 「デ ィス クロージャーの
拡充」が,「正規 の簿記の諸原則」の遵守 と結びつけられてい るのである。 つ まり,こ こでい う
「デ ィスクロージ ャーの拡充」の内容は 「正規の簿記の諸原則」 との関連において解釈され る こ
とになるのである。 ここに,わ れわれは今回の商法改正の第8番 目の特徴点をみることがで きる
のである。
商法典第265条には,貸 借対照表および損益計算書に適用 され る分類の一般原則が規定 され て
い る。それらはす でに 「正規の簿記の諸原則」 とみなされていた もの,株 式法の規定を引き継い
だ もの,そ してい くつかの新 し く設け られた規定か らな ってお り,内 容的には,形 式的な分類 の
継続性,前 年度 との比較金額の記載,細 分類の許容お よび項 目の統合に関す る規 定 か ら な っ て
・いる。
(2)貸借対照表
また,商 法典第266条では,貸 借対照表が ドイツにおいて慣行 とな っている勘定形式で 作 成 さ
れなければならないこと,な らびに,貸 借対照表にかかげ られ る項 目の分類様式が規定されてい
以下の3つの基準のうち2つが二期連続して充 る。 しか も,そ の際,資 本会社 の規模 にしたが
足されている
って,貸 借対照表の簡略化が認め られ てい るの
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会社 とは,以 下 の基準の うち,少 な くとも2つ を上回らないものであ る。
L積 極側に表示 されてい る欠損金を控除 した後の貸借対照表総額が3 ,900,000ドイツ ・マル
ク。
2.決 算 日以前の12ケ月間の売上高が8,000,000ドィッ ・マル ク。
3.年 度平均の従業員数が50人。
中規模の資本会社 とは,上 の3つ の基準の うち,少 な くとも,2つ を上回 り,な おかつ,以 下
の基準の うち,少 な くとも,2つ を上回らないものをい う。
L積 極側に表示 されてい る欠損金を控除した後の貸借対照表総額が15,500,000ドイ ツ ・マ
ル ク。
2.決 算 日以前の12ケ月間の売上高が32,000,000ドィッ ・マル ク。
3.年 度平均 の従業員数が250人。
そして,大 規模の資本会祉 とは上の3つ の基準の うち,少 な くとも,2つ を上回 るものであ る。
さらに,株 式 もし くはそれが発行す る有価証券が ヨー ロッパ共同体加盟国の証券取引所 において
正式の取引を許 され ているか,も し くは正規 の自由取引がおこなわれ るようになっているか,あ
るいは正式 の取引をおこな うための許可申請がなされ ている場合には,常 に,大 規模の資本会社
とみな され るのである(商法典第267条第1項,第2項 および第3項)。
ここで重要な ことは,会 計報告に対する要求が,企 業の法律形態に よってではな くて,企 業規
模に よって区別 され ているとい う点であ る。すなわち,小 規模の資本会社には貸借対照表 と付属
明細書の商業登記所(Handelsregister)への提出が義務づけられ,中 規模 の資本会社}こは監査が義
務づけられてい ると同時にその年次決算書 および状況報告書を商業登記所へ提 出することが義務
づけ られたのである。 さらに,大 規模の資本会社には監査 が義務づけられてお り,年 次決算書お
Gθよび状況報告書を官報
(Bundesanzeiger)において公表することが義 務づけられたのであ る。
このよ うに,今 回の商法改正に よって,会 社の形式的な法律形態にはよらずに,貸 借対照表総
額,売 上高お よび従業員数 とい う3つ の実質的な基準に もとついて,資 本会社の区分がお こなわ
れ,そ の区分 にもとついて,そ れぞれ異な る形 の会計報告および監査 が要求され ている点に,わ
れわれは第9番 目の特徴点をみ ることがで きるのである。われわれは,こ こに,形 式 よ りも実質
を優先す る思考が今回の商法改正に際 して織 り込 まれ ていることを認め ることが で き る の で あ
る。
商法典第268条には,個 別の貸借対照表項 目に関す る特別規定が含まれてい る。それ は つ ぎの
よ うな ものである。すなわち,年 度成果を部分的 もし くは完全に処分 した後の貸借対照表の作成
(第1項),固定資産の内訳 明細の表示(第2項),自 己資本に よって補墳 されな い 欠損金の表示義
務(第3項),債 権 および債務の確定した支払期限につ い て 注記(第4項 および第5項),計算区分
a励
項 目の表示(第6項)そ して債務保証状況 の注記(第7項)で ある。
ここで,特 別の意義 を有してい るのがつ ぎのような 「固定資産 内訳明細表」(Anlagespiegel)で









































商法典第269条においては開業費お よび拡張費の積極側計上についての規定がみられ る。 ま た
商法典第270条には資本準備金および利益準備金へ の繰入れ と取崩しについて の規定が含 まれ て




商法典第273条には税法の規定に よって積立ての段階では非課税であ るがそ の取崩 しの 段 階 で
課税 され る特別の積立金に関す る規定が設けられてお り,商 法 典 第274条に は 税 配 分(Steuer・
abgrenzung)に関する規定が設け られ てい る。 ここには,税 法上の 諸規 定に したがって課税 され
るべ き利益 と商法上の成果 とのあいだに差異が生 じた時の取扱い方が規定され てい るのである。
その際,と くに重要な点は,い わゆ る 「潜在的税金」(latenteSteuern)に対す る 引当金の設定に
かかわ る部分であ る。 この種 の引当金の設定は,商 事貸借対照表 の年度成果が税務上の利益算定
の結果 より高 くな る場合に生じるのである。 こ うした ことが生 じるのは,・税務上の恩典をあたえ
る特別規定に もとつ く税務上の利益 が商法上の年度成果 を下回 る一 したが ってまたその ことに
よって税 負担が過少 となる一 ことに よって生 じるのである。 こ うした項 目は,貸 借対照表 もし
くは付属明細書において,他 の項 目か らは区別 して,報 告 され なけれ ばならない と さ れ て い る
(159)西 ドイ ツにおけ る商法改正 とそ の特徴点25
a8
ので あ る。
この点 を 明 らか にす るた めに,こ こでは,「 ベ ル リ ン 開 発促 進 法」(GesetzzurF6rderungder
四
BerlinerWirtschaft,1976)にもとつ く減価償却の例をあげてみ ることにす る。
ベル リンにおいて,取 得 原価1eo,OOO・rルク,耐 用年数10年の機械設備への投資がおこなわれ
た もの とす る。 この機械設備について,商 事貸借対照表において直線的減価償却がお こなわれる
ものとす ると,そ の初年度末におけ る貸借対 照表価額は90,000マル クとならなければならないは
ずである。 しかし,税 務貸借対照表におけ る貸借対照表価額は,「ベル リン 開発促進法」(初年度
75パーセント償却)に よって,25,000マル クとな り,こ の数値が商事貸借対照表 に引き継がれ るこ
とになるのである。
こうした税務貸借対照表に よって商事貸借対照表の内容が規定 され るとい う,いわ ば 「逆転し ・
た関係」 を正し,し か もその結果を 「公開」す るために,「潜在的税金」 な る調整項 目が導入 さ
れたのである。つ ま り,商 事貸借対照表においては この機械設備は90,000マル クで表示 され る。
しかし,税 務上は25,000マル クとなるので税務上の利益は90,000-2S,000=65,000マル クだけ,
商事貸借対照表 の利益 より少な くな るのであ るが,こ の65,000マル クを商事貸借対照表 の貸方









商法典第275条か ら第278条までには,損 益計算書 の形式 および項 目分類ならびに税金の計算に
ついての規定 が設けられている。
商法典第275条において,損 益計算書tcついては 「報告形式」(Staffelform)一これ は ドイ ツ
において慣行 となってい るのであ るが一 だけが認め られた。 さらに,こ れ まで ドイ ツに お い
て一般的であった 「総原価法」(Gesamtkostenverfahren)とな らんで,世 界的には より一般的に用
い られてい る,「売上原価 法」(Umsatzkostenverfahren)も許 され ることとなった。 両者の違いは
経営給付(Betriebsleistung)の表示方法の違いのなかにみられ るの で あ る。 総原価法は 「生産高
計算」(ProdUktionsrechnung)ともい うべ きもの といわれている。す なわち,こ こでは,そ の期 の
経営給付全体(生 産高)が,そ れが売上高 となったか否か とい うことは考慮せずに,、その経営給付
を産み出す際に発生したすべての費用 と対比 され るのである。 このように費用 と収益 とを計算上
同化 させることは,完 成 および未完成の製品の在高変動が修正数値 として全体給付を増減 さぜる
とい うことに よつておこなわれ るのである。 これに対 して,売 上原価法では,販 売された製 晶に
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対 して発生 した費用だけがその期 の売上 高と対 比され るのである。在高の変動は,経 過 した期間
において発生 した人件費,原 材料費,減 価償却費等 々の修正 として,よ り正確に,表 わ され るの
であ る。総原価法では費用は原価種類別(例 えば,人件費,原材料費,減価償却費)に 分類 され る一
方,売 上原価法では機能領域別(生 産,販売,管理)に分類 され るのである。しか し,経 営成果の
内訳分類に関して若干の差異はみられ るものの,そ の他 の項 目に関しては,両 方法は一致 してい
伽
るのであ る。ただ,売 上原価法を用い る場合には,付 属明細書にお い て,原 材料費(た だし,大
規模の資本会社による公表に際してのみ)お よび人件費(中 規模および大規模の資本会社の公表に際して)
が,商 法典第275条第2項 で規定 されている分類に したが って区別 して表示 されなければ な らな
㎝
い ことにな っているのである。
このよ うに,今 回の商法改正に よって,損 益計算書の形式 と項 目分類について,こ れ までの総
原価法 とな らんで売上原価法の利用が認め られ ることとな り,「国際的に比較可能な形式で表示
す る」 ことが可能 とな ったのである。 ここに,わ れわれは第11番目の特徴点をみ ることができる
のである。
(4)資本会社に関す る評価規定
さて,商 法典第279条か ら第283条までには,資 本会社に関す る補完的評価規定 が 設 け られ て
いる。
商法典第279条には資本会社 の減価償却に関す る規定 が設けられている。 と りわけ そ の 第2項
は,'税法に したが った減価償却を,い わゆる 「逆基準性」(UmgekehrteMaBgeblichkeit)の場合に
おいてのみ,許 してい るのである。 この点は,さ らに,今 回の商法改正に連動 した形で導入 され
た,所 得税法第6条 第3項 の新 しい規定に よっても保証 され てい るのである。 この ことは,税 務
上 の特別償却およびそれに類す るものは,そ れに相当す る評価額が商事貸借対照表 にも引 き継が
れ,そ こに表示され る場合においてのみ,そ うした税務上の恩典を利用 できるとい うことを意味
してい るのである。
こ うしたいわゆ る 「逆基準性の原則」の適用は,特 別償却もし くは高められた控除 の結果 とし
て課税 されない利益部分は企業所有者に対す る利益 として も分配 されない とい うことを生ぜしめ
るのであ る。 「国家の こうした税の断念」(Steuerver・ichtdesStaates)には,「企業所有者の利益分
配の断念」(AusschtittungsverzichtderUnternehmenseigner)が対応 しているのである。 とい うのは,
税務上の利益 もまた商法上の利益 もともに減少 させ られ るからである。そ して,こ の特別償却 ま
たは引 き上げ られた控除およびそれ らに よって生 じる課税お よび分配 の断念は 「企業実体」(Un・
伽
ternehmenssubstanz)の強化につなが る,と されているのであ る。
この ように,今 回の商法ならびにそれに関連 した所得税法の改正に よって,い わゆる 「逆基準
性の原則」 が商法上の 「基準性 の原則」 として認知 され ることとな ったのである。そしてこのこ
とに よって,「商事貸借対照表 と税務貸借対照表 との一体性」(EinheitzwischenHandels・undSteuer・
bilani)が法的に保証 され,「国i家に よる課税の断念」,「企業 所 有 者 に よ る利益分配の断念」そ
(161)西 ドイツにおける商法改正とその特徴点27
して 「企 業実体の強化」が法的に認められ るところ となったのであ る。 ここに,わ れわれは今回
の商法改正の第12番目の特徴点をみ ることがで きるのであ る。
さて,商 法典第280条には,商 法典第253条に した がって固定資産および流動資産に対 しておこ
tなわれた減価償却な らびに商法典第254条の税法にも とついてお こなわれた減価償却につ い て の
価値引上命令(Wertanfh・lungsgebot)が規定 されている。 しかし,こ の規定は,「逆 基 準 性 の 原
則」に よって,実 務上はほとん ど意味を もたない もの とな っている。 さらに,商 法典第281条は,
税法の規定に もとついて許容されている減価 を,貸 借対照表の消極側の特別項 目としての積立金
に繰入れ ることを許容 しているのである。 こ うす ることが,公 表 され る年次決算書の言明力の改
善 につながるとされてい るのであ る。 さらに,税 務上の特別規定を考慮した ことの結果 として生

















なければならな くなった(商法典第264条2項)のである。その際,付 属明細書1こは,貸 借対照
㎝
表および損益計算書を説明しかつ補完する役割があたえられたのである。そのために,付属明細













さらに,商 法典第285条は,こ れ以外に,資 本会社 と りわけ大規模 の資本会社の付属明細書で
の報告義務を規定しているのである。そこにはつ ぎのよ うな事項が含 まれている。










































これ らは,い ずれ も,「未来に指向した」(tUkunfts・rientiert)もの といえるものなのであ る。 し
か も,中 規模お よび大規模の資本会社には,そ の監査 と公表が義務づけられ てい るのであ る。
このよ うな状況報告書は とくにつぎの点において重要な意義を有しているのである。すなわち,
第1に,状 況報告書は,年 次決算書 とは逮 って,「正規の簿記の諸原則」の拘束 を受けない と
い うこと,そ して,第2に,状 況報告書は商法典第289条第2項 に したがって,「資本会社 の発展
の見通 し」についての報告をしなければならないとい う点である。 ここでは将来の事象について
の予測への明示的な要求が特別の重みを もって規定 されてい るのである。 このことによって,例
えば,付 属明細書におけ る 「財務的債務」(finanzielleVerpflichtungen)とい う概念 につ い て の不
明瞭性 も,そ れほ どの重要性は もたな くなるのであ る。 とい うのは,財 務流動性 に関す る重要な
未来構成要素は,い ずれにせ よ,状 況報告書において表示 されなければならないからである。 し
かし,こ のことに よって,さ らに,「予測」(Prognose)Uこ関す る監査 の困難 さとい うあ らた な 問
㎝
題が引 き起され るのである。
この ように,状 況報 告書は 「正規の簿記 の諸原則」の拘束 を受けず,ま た,「 未来情報」 の開
示 をお こな うところにその特徴があ り,そ のことがさらに,監 査上に特別な困難を引き起 こして












さて,商法典第318条は,小規模の資本会社を除 くすべての資本会社,したが って,中 規模お
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よび大規模 の資本会社の年次決算書お よび状況報告書が決算書監査人に よって監査 されなければ
ならない こと(監査義務)を 規定 してい るのである。 こうした監査対 象会社の拡 大 を,今 回の商
法改正の第16番目の特徴点 として指摘す ることがで きる。
ところで亘そ うした年次決算書の監査は,ω 法律上 の諸規定,←)「正規の簿記の諸原則」そし
て臼定款の諸規定が遵守 されたか どうか とい う点でなされなければならないのである。 また,状
況報告書については,は たしてそれが年次決算書 と一致 してい るか どうか,ま たその他の報告事
項 が企業状況についての適切 な理解 とい うものをあたえているか どうか とい う点について監査 さ
'
れなければならない とされているのであ る(商法典第317条)。
また,決 算書監査人 の任命 と解任について,商 法典第318条は,こ れ までの株式法第163条第1
項を引き継 ぎ,こ れをすぺ ての資本会社に移 した形で,コ ン ツェルン決算書の決算書監査人は親
会社の社員に よって選任 され るとい うことを明らかにしているのである。 また有限会社に対 して
は,決 算書監査人の選任を定款において特別に規定す ることを許 してい るのである。
商法典第319条第1項 は監査人の 「資格条件」(Prdferqualifikation)を規定 している。 これに よ
れ ば,決 算書監査人 とな りうるのは経済監査士(Wirtschaftsprttfer)と経済監査会社(Wirtsehafts・
prtifungsgesellschaften)だけであ ると規定されてい るのであ る。ただし,中 規模 の有限会社につい
ては,宣 誓帳簿監査士 および帳簿監査会社(vereidigteBuchprdferundBuchprttfungsgese1}schaften)
が決算書監査人にな りうることが規定 されているのであ る。加え て,商 法典第319条第2項 およ
び第3項 は 「監査 の禁止」(Prdfungsverb・te)7こついて規定 しているのである。 すなわち,つ ぎの
場合には監査はお こなわれ てはならない と規定 されてい るのである。す なわち,
1.被 監査会社 と利害関係があ る場合,
2.被 監査資料の作成に協力した場合,そ して,
3.被 監査会社 との間に金銭上の依存関係が存在 している場合である。
この ように,今 回の商法改正に よって,決 算書監査人 の資格条件 と監査に関す る禁止条件一
と くに監査業務 とコンサルテ ィン グ と の 「非両立性原則」(Unvereinbarkeitsregeln)一の明文化
に よって,決 算書監査人の独立性の強化がはか られてい るのである。 ここに,今 回の商法改正の
第17番目の特徴をみ ることができるのであ る。
'商
法典第320条には,資 本会社 の法律上の代表者は,年 次決算書お よび状況報告書を,作 成後,
遅滞な く決算書監査人に提 出しなければな らない とい うこと(提出義務),そして,決 算書監査人
は綿密な監査に とって必要なすべての説明書 および証明書を法律上の代表老か ら入手す ることが
できる(情報請求権)と 規定されてい るのである。 また,商 法典第321条には,こ れまでの株式法
第166条一 これは廃止された一 とほ とん ど一致 した形で,監 査結果について の監査人の報告
義務が規定されている。その際,と くに,「財産状態,財務状態お よび収益状態」の著しい悪化が
生 じた場合には,そ れについて明示 しかつ十分な説 明がなされなければな らない とい うことが規








このよ うに,今 回の商法改正に よって,大 規模お よび中規模の資本会社(と りわけ有限会社)に'
対す る監査 の義務づけ と強化がはか られた点を,第18番目の特徴点 とみることがで きるのである。
5.年 次決算書の公表
さて,年 次決算書お よび コンツェルソ決算書の公表に関す る現行規定(商 法典第325条,第326条,,
第327条,第328条および第329条)は,株式法(第177条,第178条,第338条)から,商 法典の第3編 に
引き継がれたものである。しかし,そ こにおいては,公 表の種類 ・方法に関してだけでな く,公表
に関す るすぺての規定 も収容 されてい るのである。 これ までの規定 と較ぺた ときの内容的 な違い
は,小 規模の株式会社がそ の損益計算書な らびにその状況報告書を公表す る必要がな くなった こ
と,ま た,小 規模お よび中規模の株式会社が会計書類(Rechnungslegungsunterlagen)を官報(Bun-
desanzeiger)において公表す る必要がな くな った とい う点にみ られるのである。
商法典第325条,第326条,第327条お よび第328条においては,年 次決算書お よび状況報告書の
公表,公 表の場所,時 期お よび方法,そ して,中 ・小規模の資本会社 の公表に関す る簡易化措置
な どが規定 され ている。 これをまとめて一覧表1こした ものが第4表 であ る。
この図表か ら明らかなごと く,大規模の資本会社は,つ ぎの事業年度が9ケ 月を経過す る以前
に,決 算書監査人の監査証明書を付した年次決算書,状 況報告書,監 査役会の報告書,利 益(損
失)処 分に関す る議案 と決議を官報 において公表 し,か つ,ひ きつづきそれを 商業登記所 に提出
しなければな らないのであ る。
中規模 の資本会社は これ らの書類一 ただ し,貸 借対照表 と損益計算書は簡略化す ることがで
きる一 を商業登記所 に提 出し,そ れ から,ど ち らの商業登記所に これ らの書類が提 出されたか
を官報において公示しなければな らないのである。
小規模 の資本会社は,貸 借対照表,簡 略化された付属明細書お よび利益(損 失)処 分 の 議案 と
決議だけを,次 の事業年度が12ケ月を経過す る以前に,商 業登記所に提出し,か つ,官 報におい
てその ことを公表 しなければならないのである。
この ように,今 回の商法改正に よって,企 業の法律上の形態にもとつ く分類 ではな く,企 業の
いわば経済的実質に もとつ く分類がおこなわれ,年 次決算書お よび状況報告書 の監査 ならびに公
表が,そ うした分類にもとついて,規 定 され てい るのである。 こζに,わ れわれは第19番目の特
徴点をみることがで きるのである。
さらに,今 回の商法改正の特徴は,と くに,会 計報告について,有 限会社が株式会社 と同様に
扱われ てい るとい う点に もみられるのである。つ まり,こ の法律形態を とる企業がこれ まで 「開





















































































































に関して,,初めて,法 律 に定められた会計規定を遵守す るこ とが義務づけ られ,さ らに,年 次決














ffs・n,Ulrich)の主張していた 「正規の簿記の諸原則」のほ↓ますべてが法典化される と ころ とな
ったのである。さらに,これまで,法律上の定義が存在していなかったために,その内容をめ ぐ















素 とされ,そ こにおいて,多数の詳細な情報一 とりわけ,リ ースに代表される新しい会計実務
に関する情報一 が開示されることになったことの実質的な意味も,税務上の諸規定にもとつ く




































にそ うした 「正規の簿記の諸原則」によってさらにその内容が決定されるい くつかの重要な概念
が今回の改正によって商法典のなかに持ち込 まれることとなったのである。それは,と りわけ,
(169)'西 ドイツにおける商法改正とその特徴点35










概念の相互関係が不 明確であるばか りでな く,そ の伝達手段について も明確な規定が設け られ て
いないか らであ る。一般的には,「財産状態」の表示は貸借対照表で,ま た 「収益状態」 の表示
については損益計算書 でおこな うとい うように,そ れぞれ特定 の情報伝達手段が用意 されてい る
のであ る。しか し,「財務状態」についてはその ような手段が欠けてい るのであ る。「財務状態」
なる文言があ るに もかかわ らず,商 法において規定 され てい る年次 決算書 にはそれを伝達す るた
めの具体的な手段一 例えば,運 動貸借対照表(Bewegungsbilanz),資本流動計算書(KapitalAuBre-・
chnung)あるいは財務計画表(Finanzplane)といった もの一 についての規定は設け られ ていな
いのであ る。 したがって,「財務状態」 は今回の商法改正に もとつ く年次決算書すなわち貸借対
照表,損 益計算書お よび付属明細書か ら判断せざるをえないことにな るのである。その際,と く
　
に,付 属明細書が特別 の意義を有す ることにな る。そ こで,当 面は,「財務状態」 を 判断 す る う
えで重要な事項は,貸 借対照表における注記 も含めて,付 属明細書か ら読み取 らざるをえない こ
とになる。
しか し,「財務状態」を判断する うえで重要 とおもわれ る項 目一 例えば,年 金取引(Pehsions・
geschtifte),リー ス(Leasing),買戻義務付きの債権売却(F・rder皿gsverkaufmitRticklgaufverpflich・
tung)といった項 目一 の表示,さ らには,長 期契約や現先取引(offeneTermingesehafte)からの
債務 とそれに ともな う特別な リスクの表示については,今 後なお一属の検討が必要 となるであろ
う。
いずれにせ よ,商 法典 において規 定されている年次決算書の体系とその分類 では,「財務状態」
　
の表示には不十分 であ ることが指摘 され ているので,今 後,キ ャヅシ ュ ・フ ロー数値,資 本流動
計算書や財務計画表の作成 と公表をめ ぐって一 層の議論が展開され ることにな るであろ う。.
さらに,こ うした情報の開示に関連 して,監 査 の領域においてもあらたな困難な問題が引き起
され るこ とにな った。 とりわけ,付 属明細書において提供され る情報についての監査が義務づけ
られた こと,さ らに また,状 況報告書 において与えられる情報一 それ もと くに流動性を判断す






















Jg.,1986,S.296-29&な お,年 金 引 当 金 と 現 代 会 計 理 論 と の 関 係 に つ い て はL拙 稿 「企 業 年 金 と 現 代










(8}拙 稿 「レ フ ソ ン 「正 規 の 簿 記 の 諸 原 則 」(1),(2),(3),(4)」,『明 大 商 学 論 叢 』 第66巻 第1・2号(1983年10
月),第3・4号(1984年2月),第5・6・7号(1984年2月),第8号(1984年3月)参 照 。











































働 「宣 誓 帳 簿 監 査 人 」 制 度 は1943年3月23日 付 の 条 令 に よ っ て 導 入 され た も の で あ るが,1961年 に 「経
済 監 査 士 条 令 」 の 施 行 に よ っ て廃 止 さ れ た 。1968年12月31日まで に,宜 誓 帳 簿 監 査 人 か ら経 済 監 査 士 に
な る た め の 移 行 措 置 が と られ た 。 そ し て,1961年の 段 階 で1,158人い た 宣 誓 帳 簿 監 査 人 の うち の ほ と ん
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